
千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

　　　　　　　　

５．労働保険料等承認書（※追加納付が生じた場合は、裏面４を参照のうえ、次の労働保険料等承認書の記入をしてください。）

労働保険料等承認書

年更申告書受付年月日

・　　　　　・

再確定申告受付・処理簿

・　　　　　・
登
記

・　　　　　　・

再確定申告対象年度 申告書提出確認書類 還付請求書受付年月日 時効完成年月日

⇒

調査書入力・納付書送付 係印

・　　　　　　・ ・　　　　　　・

（代表者名）

※労働局職員記入欄

係印

R6.4.4

　□受付
・　　　　　・

　□未完成

　□収納事業一覧 　□還付なし 　□完成
令和 年度

　□年度更新申告書
・　　　　　・

⇒

再確定申告調査開始 係印

⇒

再確定申告調査終了 係印

　再確定申告によって生じた過年度の保険料及び一般拠出金の存在があることを承認します。ただし、金額を確定させるも
のではありません。

東京労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 令和 年 月 日

４．添付書類（他の書類を依頼することがあります。）

①　修正後の確定保険料算定基礎賃金集計表　（修正後の確定保険料が０円以外の場合は、必ず添付してください。）

②　一括有期事業の場合は、修正後の一括有期事業総括表・報告書

③　還付が生じる場合は、労働保険料還付請求書　（再確定申告書と同時に提出してください。）　

0.02
千円 円， ， ， ， ，

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一般拠出金

千円 円， ， ， ， ，
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

円， ， ， ， ，

(ﾛ) １０００分の (ﾛ)

千円

円， ， ， ， ，

まで

区 分 ①　保険料・一般拠出金算定基礎額 ②保険料率 ③ 確定保険料・一般拠出金額 （①×②）

日 ～ 令和 年 3 月確

定

保

険

料

算

定

内

訳

算定期間 令和 年 4 月 1 31 日

千円

労働保険料
（労災＋雇用）

(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

労災保険分
(ﾛ)

人
1 3

 年度確定分（※裏面１参照）

２．再確定申告となった具体的理由（※裏面２を参照のうえ詳細に記入してください。）

（理由）

代 表 者 名

電 話 番 号

担 当 者 名

労働保険料等再確定申告理由書

還 付
今般、下記理由により労働保険料等に が生じましたので、再確定申告をいたします。

追 加 納 付

労働保険番号

府県 所掌 管轄 基幹番号 枝番号
常時使用
労働者数

人

雇用保険
被保険者000

（東京労働局　任意様式　表面）

局・署受付印押印欄 局整理番号

名 称

東京労働局労働保険特別会計歳入徴収官　　殿

１．再確定申告を行う保険年度 令和

３．修正後の確定労働保険料等　（※裏面３を参照のうえ記入してください。）

所 在 地



（東京労働局　任意様式　裏面）

労働保険料等再確定申告理由書について

既に申告・納付いただいている労働保険料等について、確定保険料等の算定に誤りが判明した場合や、過年
度に遡及して雇用保険の資格取得手続きを行った場合には、労働保険料等を再度計算し、正しい労働保険料等
に修正していただく必要があります。

このような、申告済みの労働保険料等を修正する場合の取扱いについて、労働保険関係の諸規定を定めた労
働保険徴収法（以下「徴収法」といいます。）に特段の規定はありませんが、東京労働局では労働保険料等の適
正徴収の観点から、事業主の意思に基づいて正しい労働保険料等が記載された「労働保険料等再確定申告理
由書」を一定の期間内で受け付けています。

１　労働保険料等再確定申告理由書の受付期間について

徴収金（労働保険料等）を徴収する権利又は還付を受ける権利は、徴収法第41条第１項の規定により、２年を
経過したときに時効により消滅することとされています。したがいまして、２年を超えた期間に係る労働保険料等
の追加納付又は還付の請求については、時効が完成しているため「労働保険料等再確定申告理由書」を提出す
ることはできません。
　具体的な時効の起算日は、次のとおりです。

（１）当初、年度更新申告書を提出した日が年度更新期間内（最終日は７月10日ですが、休日に当たる場合は翌
開庁日となることから、令和４年は７月11日となります。）の場合は、申告書を提出した日の翌日から２年間になり
ます。
　〈例〉令和４年７月５日に年度更新申告書を提出した場合は、令和６年７月５日までが受付期間となります。

（２）当初、年度更新申告書を提出した日が年度更新期間後の場合は
　　① 還付はその年の６月１日から２年間になります。
　　　〈例〉令和４年８月10日に年度更新申告書を提出した場合は、令和６年５月31日までが受付期間となります。
　　② 追加納付はその年の７月10日（令和４年は７月11日）の翌日から２年間になります。
　　　〈例〉令和４年８月10日に年度更新申告書を提出した場合は、令和６年７月11日までが受付期間となります。

電話　０３-３５１２-１６２８（ダイヤルイン）

２　再確定申告となった具体的理由について

　労働保険料等再確定申告理由書の提出が必要となった具体的理由を表面の２に記入してください。

《具体的理由の記入例》
　・給与会計ソフトの不具合により、通勤手当の算入が漏れていたことが判明したもの（労災・雇用）。
　・労働保険の対象とならない取締役（○○）を算定基礎に含めていたことが判明したもの（労災・雇用）。

・雇用保険の加入要件を満たしていた（○○）ほか○名を、○年○月○日に遡及して資格取得したもの（雇
用）。
　・工事請負金額の総額に、下請として現場入場した分も含めて申告していたもの。（一括有期事業）

３　修正後の確定労働保険料等について

（１）労働保険番号を記入してください。
（２）修正後の常時使用労働者数、雇用保険被保険者、算定期間（令和□年）、①保険料・一般拠出金算定基礎
額、②保険料率、③確定保険料・一般拠出金額を記入してください。
（３）②保険料率は申告済の年度更新申告書を参照して記入してください。

４　労働保険料等承認書について

労働保険料等再確定理由書の提出時期によっては、事務処理の都合上、徴収金を徴収することができる期間
内に納付書を送付できない場合があります。そのため、追加納付が生じた場合、時効前に労働保険料等の存在
について、承認いただいております。

５　必ずお読みください

（１）雇用保険の遡及適用は、雇用保険法に基づき確認請求のあった日から最大２年間（暦日）遡及して適用され
ますが、雇用保険料の徴収については、徴収法により最大２年度分徴収されることとなります。そのため、遡及適
用対象者が資格取得日前より雇用保険の加入要件を満たしていた場合には、資格取得日に関わらず、雇入年
月日又は２保険年度前の年度当初（４月）より雇用保険料の再確定申告をしていただくことになります。
（２）再確定申告により還付額が生じる場合は、必ず還付請求書を提出してください。還付を受ける権利は、再確
定申告を提出しただけでは足りず、還付請求書を提出することにより請求権の時効が更新（中断）されることとな
ります。
（３）再確定申告により追加納付が生じた場合は、東京労働局労働保険徴収部適用・事務組合課（適用担当）に
おいて所定の事務処理を行った後、事業場あてに納付書を送付しますので、速やかに納付をお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　《労働保険料等再確定申告理由書の提出先・照会先》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒１０２-８３０７　東京都千代田区九段南１-２-１　九段第三合同庁舎

東京労働局 労働保険徴収部 適用・事務組合課


